
　

　

　

第45回定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項

　

　

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

(平成26年１月１日から平成26年12月31日まで)

　

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、

法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイ

ト（http://hd.funaisoken.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供し

ております。

　

　

　

株式会社 船井総研ホールディングス
　



連 結 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ５社

連結子会社の名称

株式会社船井総合研究所、株式会社船井総研コーポレートリレーションズ、船井総研ロジ株式会

社、株式会社船井総研ＩＴソリューションズ、船井（上海）商務信息咨詢有限公司

全ての子会社を連結の範囲に含めております。

なお、当連結会計年度において、船井総研ロジ株式会社の全株式を取得したことにより、連結の

範囲に含めております。

2. 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日と連結決算日は一致しております。

4. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

イ）満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）

ロ）その他有価証券

・時価のあるもの…期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの…移動平均法による原価法

② デリバティブ…原則として時価法

③ 棚卸資産…個別法による原価法（連結貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下

げの方法）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(リース資産を除く)…建物（建物附属設備を除く）

イ）平成10年３月31日以前に取得したもの

　 旧定率法

ロ）平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの

　 旧定額法

ハ）平成19年４月１日以降に取得したもの

　 定額法

建物以外（建物附属設備を含む）

イ）平成19年３月31日以前に取得したもの

　 旧定率法

ロ）平成19年４月１日以降に取得したもの

　 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年
② 無形固定資産

(リース資産を除く)…定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内利用可能期間（５

年）に基づく定額法。

③ リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。
(3) 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。
(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 退職給付に係る会計処理の方法

イ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっております。

ロ）数理計算上の差異

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(７年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。

② のれんの償却方法及び償却期間

のれんは20年以内の合理的な償却期間を認定し、定額法により償却しております。

③ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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5. 会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、

退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給

付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債または退職給付に係る資産として計上

する方法に変更し、未認識数理計算上の差異を退職給付に係る資産に計上しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付

に係る調整累計額に加減しております。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が454,586千円計上されております。

また、その他の包括利益累計額が126,831千円減少しております。

6. 表示方法の変更

（連結損益計算書関係）

(1) 前連結会計年度において区分掲記しておりました「貸倒引当金戻入額」(当連結会計年度226

千円)は、金額が僅少となったため、営業外収益の「その他の営業外収益」に含めて表示してお

ります。

(2) 前連結会計年度において営業外収益の「その他の営業外収益」に含めて表示しておりました

「投資有価証券売却益」(前連結会計年度7,734千円)は、重要性が高まったため、当連結会計年

度より区分掲記しております。

　

（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 1,960,071千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 発行済株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：株)

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 31,251,477 - 1,000,000 30,251,477

（注）普通株式の発行済株式数の減少1,000,000株は、取締役決議による自己株式の消却による減少
であります。

2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年３月29日
定時株主総会

普通株式 535,840 19
平成25年
12月31日

平成26年
３月31日

平成26年７月30日
取締役会

普通株式 423,528 15
平成26年
６月30日

平成26年
８月26日
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金
の総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成27年3月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 481,100 17
平成26年
12月31日

平成27年
３月30日

〔注〕上記の配当金の総額は、当定時株主総会において決議予定の金額であります。

3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな

　 る株式の種類及び数

普通株式 292,200株

（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、必要な資金については主に銀行借入や社債発行によって調達しております。

一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

　デリバティブ取引は、リスクヘッジ目的のために利用しており、投機的な取引は行わない方針

であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されておりますが、社内の与信管

理規程に沿って信用リスク低減を図っております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式

であります。これらは、発行体等の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております

が、定期的に時価や発行体の財務状況等をモニタリングし、財務状況の悪化や事業計画の変更等

の把握に努めております。なお、債券については、資金運用規程に従い格付の高い商品を対象と

しているため、信用リスクは僅少であります。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。

　

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異な

る前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成26年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注)

２参照）。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額（*１）

時価（*１） 差額

(1) 現金及び預金 5,876,439 5,876,439 －

(2) 受取手形及び売掛金 1,373,758

貸倒引当金(*2) △31,237

1,342,520 1,342,520 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

①満期保有目的の債券 3,826,236 3,817,740 △8,495

②その他有価証券 862,325 862,325 －

(4) 支払手形及び買掛金 (239,428) (239,428) －

(5) 短期借入金 (100,000) (100,000) －

(6) 社債 (600,000) (600,830) 830

(7) リース債務 (34,559) (34,304) △255

(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(*2) 受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

　

(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。なお、受取手形及び売掛金については、信用リスクを個別に把握すること

が極めて困難なため、貸倒引当金を信用リスクと見做し、時価を算定しております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によってお

ります。
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負債

(4) 支払手形及び買掛金、(5)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(6) 社債、(7)リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　

(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 7,253

投資事業組合等への出資金 258,103

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「有価証

券及び投資有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

賃貸等不動産に関する注記は、重要性が乏しいため省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 585円46銭

2. １株当たり当期純利益 62円58銭
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個 別 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………………償却原価法（定額法）

子会社株式……………………………移動平均法による原価法

その他有価証券 時価のあるもの…期末決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

　 時価のないもの…移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準

原則として時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却方法

(1) 有形固定資産

(リース資産を除く)…建物（建物附属設備を除く）

イ）平成10年３月31日以前に取得したもの

　 旧定率法

ロ）平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの

　 旧定額法

ハ）平成19年４月１日以降に取得したもの

　 定額法

建物以外（建物附属設備を含む）

イ）平成19年３月31日以前に取得したもの

　 旧定率法

ロ）平成19年４月１日以降に取得したもの

　 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10～50年

(2) 無形固定資産

(リース資産を除く)…定額法。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用しております。

(3) リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

― 7 ―



3. 引当金の計上基準

退職給付引当金 イ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

ロ）数理計算上の差異

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(７年)による定額法により翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。
4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

5. 表示方法の変更

　（貸借対照表関係）

(1) 前事業年度において、区分掲記しておりました「流動資産」の「原材料及び貯蔵品」（当事業

年度178千円）、「前払費用」（当事業年度30,031千円）、「繰延税金資産（流動）」（当事業年度

23,372千円）、「未収収益」（当事業年度5,808千円）、「立替金」（当事業年度18,976千円）は、重

要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他の流動資産」に含めて表示しております。

(2) 前事業年度において、区分掲記しておりました「有形固定資産」の「器具備品」（当事業年度

12,536千円）、「リース資産」（当事業年度9,250千円）は重要性が乏しくなったため、当事業年

度より「その他の有形固定資産」に含めて表示しております。

また、前事業年度において、区分掲記しておりました「構築物」（当事業年度5,670千円）に

ついては、金額が僅少となったため、当事業年度より「その他の有形固定資産」に含めて表示

しております。

(3) 前事業年度において、区分掲記しておりました「無形固定資産」の「ソフトウェア」（当事業

年度1,600千円）は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他の無形固定資産」に

含めて表示しております。

(4) 前事業年度において、区分掲記しておりました「投資その他の資産」の「前払年金費用」（当

事業年度65,381千円）、「保険積立金」（当事業年度102,366千円）は、重要性が乏しくなったた

め、当事業年度より「その他の投資」に含めて表示しております。

(5) 前事業年度において、区分掲記しておりました「流動負債」の「リース債務」（当事業年度

2,869千円）、「未払金」（当事業年度102,111千円）、「前受金」（2,688千円）、「預り金」（当事業

年度27,975千円）は、重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他の流動負債」に含

めて表示しております。

(6) 前事業年度において、区分掲記しておりました「固定負債」の「リース債務」（当事業年度

7,269千円）、重要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他の固定負債」に含めて表示

しております。
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（貸借対照表に関する注記）

1. 関係会社に対する短期金銭債権 269,322千円

　 長期金銭債権 132,376千円

　 短期金銭債務 790,650千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 899,579千円

（損益計算書に関する注記）

１. 持株会社体制移行に伴う表示区分

当社は、平成26年７月１日付で持株会社体制へ移行いたしました。

これにより、同日以降の各グループ会社からの業務委託手数料、経営指導料等から生じる収益につ

いては「営業収益」として計上するとともに、それに対応する費用は、販売費及び一般管理費を含め

て「営業費用」として計上しております。

なお、持株会社体制移行以前につきましては、上記の「営業収益」と区別するために、「売上高」

として計上するとともに、それに対応する費用を「売上原価」として計上しております。

2. 関係会社との取引高

売 上 高 5,332千円

営 業 収 益 723,479千円

売 上 原 価 69,499千円

販売費及び一般管理費 3,856千円

営 業 費 用 32,046千円

営業取引以外の取引高 3,814千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：株)

株式の種類 当期首株式数 増加株式数 減少株式数 当期末株式数

普 通 株 式 3,049,366 400 1,098,301 1,951,465

（変動事由の概要）

　増加の内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取りによる増加 400株

　減少の内訳は、次のとおりであります。

　 自己株式消却による減少 1,000,000株

　 ストック・オプションの権利行使による減少 98,300株

　 株主の買増し請求による減少 1株
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（税効果会計に関する注記）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

(繰延税金資産)

① 流動の部

未払事業税 21,465千円

未払事業所税 1,907千円

繰延税金資産(流動)小計 23,372千円

評価性引当額 －千円

繰延税金資産(流動)合計 23,372千円

② 固定の部

投資有価証券評価損 5,127千円

子会社株式評価損 75,882千円

長期未払金 19,404千円

株式報酬費用 29,863千円

減損損失 104,601千円

資産除去債務 12,341千円

その他 18,154千円

繰延税金資産(固定)小計 265,375千円

評価性引当額 △246,205千円

繰延税金資産(固定)合計 19,170千円

繰延税金負債(固定)との相殺 △19,170千円

繰延税金資産(固定)の純額 －千円

(繰延税金負債)

固定の部

その他有価証券評価差額金 53,609千円

前払年金費用 22,856千円

　 子会社株式 211,681千円

繰延税金負債(固定)合計 288,147千円

繰延税金資産(固定)との相殺 △19,170千円

繰延税金負債(固定)の純額 268,977千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

　当社の子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称

議決権等の

所 有 割 合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期 末 残 高

（千円）

子
会
社

㈱船井総合
研究所

100.0
役員の兼任

8名

営業収益
（注2）

658,450 売掛金 130,122

支払利息 105
短期借入金

（注3）
784,156

(注) 1. 上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれず、期末残高には消費税等を含んで
表示しております。

2. 価格その他の取引条件は市場実勢を参考に、価格交渉の上で決定しております。
3. 借入金の利率については、市場金利を勘案して決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 561円82銭

2. １株当たり当期純利益 35円38銭
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